（様式１）
令和３年度アジア水環境改善モデル事業応募申請書

　

１．申請の概要
	事　業　名
	（事業実施国又は地域、事業概要が分かる名称とすること。）


	実施地域名
	※プロジェクト実施国・地域について可能な範囲で詳細に記載


	代表事業者
	名　　称：

住　　所：

代表者名：

	主たる担当者
	氏名：

担当部署：

Tel/Fax：

E-mail：

	事業の概要
	（モデル事業について、概要を記述すること。）



	事業実施体制
	※プロジェクトの具体的な実施体制（関連する国内外の事業者等）と
役割分担を掲載
【日本側】
【対象国側】



	事業費
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	申請金額
	
	
	

	自己資金
投入予定額
	
	
	


A-4（タテ）1枚以内で記載すること。

２．申請法人の概要（コンソーシアムの場合は構成する法人毎に記載すること）
	法人名
	
	設立年月
	年　　月

	従業員
	　　　　　　人
	（令和３年４月１日現在）

	資本金
	　　　　　　円
	（令和３年４月１日現在）

	直近3期間の
財務データ
	　
	　　　 年　 月期
	　　　 年　 月期
	　　　年　 月期

	
	売上高
	千円
	千円
	千円

	
	税引き後利益
	千円
	千円
	千円

	
	純資産
	千円
	千円
	千円

	

	主な事業対象
	　

	事業内容
	　

	海外での
事業の状況
	○海外拠点、海外での事業内容、海外での売上高等について記載する


A-4（タテ）1枚以内で記載すること。

３．事業実施体制

○本業務に従事する主たる担当者
	氏名
	　
	生年月日
	　

	所属・役職
	　
	経験年数（うち類似業務従事年数）

	
	
	        年（　　　　　　年）

	専門分野
	　

	所有資格
	　

	経歴（職歴／学位）
	　

	
	

	
	

	所属学会
	　

	主な手持ち業務の状況（令和３年４月１日現在○件）

	業務名
	業務内容
	履行期間

	　
	　
	　年　月～　年　月

	　
	　
	　年　月～　年　月

	　
	　
	　年　月～　年　月

	　
	　
	　年　月～　年　月

	※手持ち業務の欄は契約金額が500万円以上のもの及び担当者の経常的業務を対象とし、業務内容の欄は概要を記入


○代表事業者、その他法人及び各担当者の役割分担
	法人名
	部署／役職
	氏名
	担当業務

	（代表事業者名）
	
	
	

	
	事業実施時の役割分担
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（その他法人）
	
	
	

	
	事業実施時の役割分担
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（その他法人）
	
	
	

	
	事業実施時の役割分担
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


A-4（タテ）２枚以内で記載すること。

４．申請経費
○令和３年度分

	申請経費区分
	金額
	積算内訳

	人件費
	
	対象地域の現状調査
	

	
	
	関係政府・企業等との連携構築
	

	
	
	事業計画書の作成
	

	旅費
	
	

	物品費
	
	

	印刷製本費
	
	

	通信運搬費
	
	

	借料及び損料
	
	

	会議費
	
	

	通訳・翻訳費
	
	

	水質調査・分析費
	
	

	実証試験設備整備費
	
	

	実証試験材料費
	
	

	業務費計（A）
	
	


	外注費内訳　
	外注費計（B）
	￥

	外注予定先
	金額
	外注する業務の内容

	

	
	

	

	
	

	

	一般管理費（Ｃ）
（外注費を除いた合計額の15％以下の費用）
	\

（一般管理費率　　　　％）


	合計（A+B+Ｃ）
	


	
	金額
	主な用途

	自己資金
投入予定額（Ｄ）
	
	


上記と同様の様式で、令和４年度及び５年度の事業実施に必要な経費を記載の上提出すること
５．事業の内容
以下の項目について、（様式２）に記載すること　
※各項目について、Microsoft PowerPointファイル（A-4（ヨコ））にて項目毎に指示する所定の枚数
以内で作成すること。
（１）事業概要（１枚）
	実施する国／地域名、実施目的、実施内容、適用する技術等、期待される成果（水質改善やその他効果（ＣＯ２削減効果等））、ビジネスモデルの概要


（２）事業実施地域の状況・課題及びニーズ（２枚）
	モデル事業実施予定地域の状況・課題及びニーズを簡潔に説明すること
例えば、実施地域の位置図、平面図、水質の状況や課題等を文書、図表、写真等で整理


（３）事業実施体制・相手国現地政府・協力企業等との調整状況（１～２枚）
	モデル事業実施にあたって現時点で想定している実施体制、関係機関との調整状況を記載（国内及び事業実施対象国内）


（４）FS調査の実施内容・工程（２枚）
	FS調査の具体の調査内容・工程が分かるように記述すること


（５）導入を予定する技術の概要及び国内外での実績や認証（１～２枚）
	現時点で導入を予定している技術の概要や国内外での実績や認証について記載すること
第三者の評価や認証を受けている場合はその内容も記載すること


（６）水環境改善効果実証試験の実施内容と想定される障壁、対応策（２枚）
	次年度以降実施を見込む実証試験の内容及び期待する成果、及び実証試験実施にあたり、想定さ
れる障壁と対応策について記載すること


（７）事業を通じて期待される効果（水環境改善及びその他効果）（２枚）
	期待される水環境改善効果及びその他の波及効果（温室効果ガス削減等）について経済性を加味して（導入先における投資対効果等）、可能な限り定量的に記載すること


（８）事業採算性、発展性、将来的なビジネス展望と事業化に向けた障壁/課題と対応策（２枚）
	初期投資、ランニングコスト等の費用、将来的に期待する収益を定量化し、現時点で見込まれる採算性（IRR等の評価手法も明確化）を評価するとともに、同様の事業の発展性（潜在的に獲得を目指す市場規模等）について記述すること
また、事業化に向けた障壁・課題（例：行政・制度面、コスト面、技術面、資金面）について、現時点での認識と想定する対策を記載すること


（９）事業実施当該国／地域における事業実績、支援体制（１枚）
	事業実施における事業実績や現地法人／事務所、協力企業等の支援体制について記載


８

